
 

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」の機能強

化を図るため、コーディネーターの研修やネットワーク構成員の専門性強化

を図るための取組を支援する。 

 

○地域における子育て支援拠点の拡充                    １０，１９３百万円 

地域における子育て支援拠点について、身近な場所への設置を促進するととも

に、多様な子育て支援活動の実施や関係機関とのネットワーク化を図り、子育て

家庭へのきめ細かな支援を行う機能の拡充を図る。 

  

  ○一時預かり事業の拡充                    １９７百万円 

実施主体を多様な運営主体に拡大し、多様な場における地域密着の一時預か

りを推進する。 

 

  ○中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進           １２２百万円 

     すべての市町村において、中・高校生が乳幼児と出会いふれあう機会が確保

されるよう、児童館等を活用した取組を推進する。 

 

 

（２）新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実   

３５６，８６４百万円 
○待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大        ３４７，４６５百万円 

 

・民間保育所運営費 

待機児童解消を目指し、民間保育所における受入れ児童数の増を図るととも

に、第３子目以降の保育料を無料とする。 

また、保育所の経営の安定化を図るために定員区分の細分化を行うこととす

る。 

 

○多様な保育サービスの提供                          ５５，１１１百万円 

家庭的保育事業（保育ママ）や一時預かり事業の拡充、地域の保育資源（事業所内

保育施設等）の活用など保育サービスの提供手段の多様化を図る。また、延長保育、病

児・病後児保育、休日保育など保護者の多様なニーズに応じた保育サービスを提供す

る。 

 

  
（参考）  

平成２０年度第２次補正予算案において、子どもを安心して育てることが 

できるよう「新待機児童ゼロ作戦」の前倒し実施を図り、平成２２年度までの

集中重点期間において１５万人分の保育所や認定こども園の整備を推進

することなどを目的として都道府県に「安心こども基金（仮称）」を創設す

る。                        【１，０００億円（文部科学省分を含む。）】 
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